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Ⅰ．研究の目的

　平成１５年３月に提起された文部科学省調査研究協

力者会議による「今後の特別支援教育の在り方につい

て」の最終報告は、わが国の教育の方向をノーマライ

ゼーションやメインストリーミングの思潮に基づくイ

ンクルージョン教育に導くものとして評価されてい

る。それは障害児の教育を、従来行われてきた別学体

制による特殊教育から、個々のニーズに応じた特別支

援教育へと転換させる、きわめて画期的な提言である

と言える。

　ちなみに、『インクルージョン教育』はまだ馴染み

の薄い用語であるが、「最初に分けた子どもをメイン

ストリーム（主流）に合流させようとする統合教育と

違って、『子どもは一人ひとりユニークな存在であり、

違っていることが当たり前で、素晴らしいことなのだ』

という概念に立って、すべての子どもを包含（インク

ルージョン）する教育システムを構築し、その中で一

人ひとりのニーズに応じた教育を個別の指導計画に基

づいて展開しようとするもの」（山口　薫、2004）と

理解される。

　従来の障害児の教育は、盲・聾・養護学校、特殊学

級を中心とした特殊教育と、直ちに小・中学校の通常

の学級に就学する、いわゆる統合教育によって行われ

てきた。実際には、統合教育の下にある障害児の実態

（割合等）は明らかではないが、通常の学級で障害児

を担当することになる教師の資質と、共に学び合う健

常児の意識や行動の在り方は、統合教育と今後の発展

が期待されるインクルージョン教育の成否にとって重

要な課題である。

　これまでに、『障害児の統合教育』に対する通常の

学級の教師の関心については、いくつかの研究（安藤

隆男・平山　諭、1987；鈴村健治・権藤祐子、1987；

関根臼衛、1992；長沢正樹・滝川国芳、1998）、がそ

の実態を明らかにしてきた。それらの結果からは、教

師の意識が多次元な因子で構成されることが示唆され

ている。筆者らも、障害児の統合教育についての教師

の意識・態度をさらに分析的に検討するために、小・

中学校で通常の学級を担当する教師を対象に調査を実

施して多変量解析を行なった（田川元康・江田裕介・

前田晋吾・篠原　明、2000）。

　すなわち、障害児が通常の学級に在籍して生活する

ことに対して、（１）障害児の存在が、その本人と彼

らを受け入れる健常児および教師のそれぞれに、どの

ような影響を生じていると考えているか。（２）障害

児の受け入れによって生じる影響を、好意的に受けと

めているか否か。（３）こうした教師の意識や態度は、

どのような因子により構成されているか。（４）小学校・

中学校という所属の違いにより、統合教育に対する教

師の意識に差が見られるか。見られるとすればその要

因は何かの究明を試み、いくつかの知見を得たもので

ある。

　ところで、「今後の特別支援教育の在り方について」

の最終報告では、「第４章　特別支援教育を推進する

上での小・中学校の在り方について」の中の「３．学

校内における特別支援教育体制の確立の必要性」の項

目で、特に次の点に触れ、適切な対応の方策を講じる

ことの重要性が指摘されている。それは、幼児期から

の支援を進めるために、幼稚園における支援体制の整

備や、保護者への理解推進を進める研修等の充実であ

る。また幼稚園に比べて在籍幼児数が多いという実情

から、保育所の役割を軽視してはならず、幼稚園同様

の視点から障害児への保育の対応に取り組むことが期

待されている。

　そこでこのレポートでは、幼稚園教員免許や保育士

資格を取得して、近い将来に幼児保育の担当者になる
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ことを希望する女子大学生を対象に、障害児の統合教

育に対する意識について調査したので、その概要につ

いて報告する。なお、調査内容の質問項目に関しては、

われわれの先の研究（田川他、2000）に全面的に依拠

して行なわれている。

Ⅱ．研究の内容

1．調査対象

　Ｋ女子大学の学生で保育系（児童学科）１年生 111

名と非保育系１年生 46 名を対象に、質問紙による調

査を行なった。

2．調査期日

　調査を実施したのは、2004 年 5 月であった。

3．調査内容

　調査票に設定したのは、次の項目であった。

3-1．フェイスシート

(1) 専攻（保育系・非保育系）。

(2) 小学校児童・中学校生徒の時に障害児が在籍して

の統合教育の体験（ある・ない）。

(3) 高校生・大学生の時にサークル活動やボランティ

アとして障害児にかかわった体験（ある・ない）。

3-2．  統合教育への意識・態度についての質問項目

　先行研究（田川、2000）において作成した質問項目

をそのまま使用した。これらは安藤・平山（1987）お

よび関根（1992）の研究で用いられている項目を参考

に、独自に作成したものを加えた 42 項目である。

　すなわち、通常の学級に障害児が在籍して授業が行

なわれることによって、学級では健常児と障害児のそ

れぞれにどのような影響が生じ、また担当する教師自

身にもどのような意識の変化が生じると思うかを尋ね

ている。

　42 項目の概要は次の通りである。(1)(2)(3) の３

領域、14 項目で構成されていて、14 項目はそれぞれ

positive 反応および negative 反応、各 7項目からな

っている。

　具体的な内容は結果のところで示すが、先の研究に

おいて、各領域とも３因子で構成されていることが確

認されている。

(1) 学級の健常児に及ぼす影響について　14 項目

　　「人格の成長」因子の項目　　　７項目

　　「不利の発生」因子の項目　　　５項目

　　「攻撃性の助長」因子の項目　　２項目

(2) 障害児本人に及ぼす影響について　　14 項目

　　「経験の拡大」因子の項目　　　７項目

　　「不安と疎外」因子の項目　　　５項目

　　「依存の助長」因子の項目　　　２項目

(3) 教師に及ぼす影響について　　　　　14 項目

　　「過剰な負担」因子の項目　　　７項目

　　「仕事のやりがい」因子の項目　５項目

　　「理解と学習」因子の項目　　　２項目

　各項目ともに「そう思う」「少しそう思う」「どち

らともいえない」「あまりそう思わない」「そう思わな

い」の５件法で回答を求めて、positive 反応の項目

には５点、４点、３点、２点、１点を配点して得点化

し、negative 反応の項目には１点、２点、３点、４点、

５点を配点して逆転させている。したがって、得点の

高いほど統合教育による影響を積極的・好意的に捉え、

逆に、得点の低いほどその影響を消極的・否定的に捉

えていると見ることができる。

　今回の調査対象は女子大生群であり、われわれの先

行研究は教師群だという違いがある。しかし、先行研

究で精密な尺度化がされていると考えたので、今回の

デ－タには特に因子分析等は行なわず、先に作成した

尺度をそのまま用いて、対象者個々の得点を算出して

いる。

　『統合教育』という語の定義については「障害児が

通常の学級に在籍し、健常児とともに学校生活を過ご

すこと」と、調査を開始する前に説明をした。

Ⅲ．調査の結果

1．対象者の属性

　調査票の回収率は 100% であったが、調査内容に完

全に回答を記入していなかった者が保育系 6名と非保

育系に 10 名いて．有効回答率は 94.6% と 78.3% であ

った。したがって、以下のデータは 141 名について算

出したものである。

(1) 対象者はすべて１年生の学生であるが、専攻種別

は、

　　　保育系　　　105 名

　　　非保育系　　 36 名

　　　　　　計　　141 名

(2) 小学校児童・中学校生徒の時に障害児が在籍して

の統合教育の体験があった者は、

    小学生の時

　　　保育系　　　 34 名（32.4％）

　　　非保育系　　 14 名（38.9％）

　　　　　　計　　 48 名（34.0％）

　　中学生の時

　　　保育系　　　 26 名（24.8％）

　　　非保育系　　　8名（22.2％）

　　　　　　計　　 34 名（24.1％）

(3) 高校生・大学生の時にサークル活動やボランティ

アとして障害児にかかわった体験があった者は、

障害児の統合教育に対する保育系女子大学生の意識
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　　　保育系　　　 36 名（34.3％）

　　　非保育系　　 19 名（52.8％）

　　　　　　計　　 55 名（39.0％）

　統合教育を体験した者の割合は、小学生時で非保育

系群の、中学生時で保育系群の数値がやや高く、両群

ともに小学生時で３人に１人、中学生時で４人に１人

が体験ありと回答していた。

　サークル活動やボランテｲア体験による障害児との

かかわり体験の割合は、保育系群よりも非保育系群の

方が有意に高かった（P<0.05)。その理由として、高

校生時のようすはさておき、大学入学後の保育系の学

生がきわめて多忙で、こうした活動の体験を持ち得な

いことが考えられる。保育系の学生のほとんどが、幼

稚園教員免許に加えて保育士資格の取得を希望してい

る。したがって、取得単位数・授業時数等の関係から

活動体験の余裕がないのであろう。

　保育系の学生は学年進行とともに、ほとんど全員が

授業や実習を通して、障害児教育や障害児保育に関す

る知識・技能とかかわり体験を持つようになる。それ

に伴い、障害児の統合教育への意識がどのように変化

するかに注目したい。

2．統合教育への意識

　保育系と非保育系両群それぞれに、全 42 項目につ

いて項目ごとの得点の平均値を算出して表示したのが

表１～表９である。全項目にわたって両群間の平均得

点に有意な差は見られなかった。標準偏差値の表示は

省略した。

2-1 統合教育の体験の要因

　次に、統合教育の体験の有無と障害児の統合教育へ

の意識との関連を見た。まず３領域３因子。計９因子

ごとに個々の得点を算出した。その上で、保育系・非

保育系それぞれについて体験の有無による２群間の、

因子別平均値の差の検定を行なった。

　表 11 に示すように、ｔ検定によって有意な差が見

られたのは、保育系学生群のデータの健常児に対する

「不利の発生」の因子（ＮⅡ因子）と、障害児に対する「依 

存の助長」の因子（ＤⅢ因子）の２つのみで、他の多

くの因子については差がなかった。有意差の見られな

かった非保育系群の資料は省略する。

　有意差のあった保育系群の健常児に対する「不利の

発生」の因子と障害児に対する「依存の助長」の因子

の項目は、どちらも逆転項目で、統合教育の体験を有

するグループの方が得点が有意に高かった（どちらも

1％水準）。なお非保育系群には有意差がみられなかっ

た。統合教育によって具体的な項目内容にあるような、

「生活習慣が崩れる」「障害児の世話をやきすぎる」な

どの健常児への不利の発生や、「甘えや依頼心が多く

なる」「過保護にされて自立が遅れる」という障害児

の依存の助長については、調査対象者自身の統合教育

の体験によって「そう思わない」と考え、統合教育を

より好意的、積極的に捉えていることがわかる。

2-2　ボランテｲア活動の体験の要因

　同様に、ボランテｲア活動等による障害児とのかか

わり体験の有無の要因と、障害児の統合教育への意識

との関連を検討した。３領域３因子、計９因子ごとに

個々の得点を算出し、保育系・非保育系それぞれに、

かかわり体験の有無による因子別平均値の差の検定を

行なった。表 12 にその結果を示す。

　平均値の差をｔ検定によって検定した結果、有意差

のあったのは非保育系群の障害児に対する「経験の拡

大」因子と、「依存の助長」因子の２ヶ所であった。

保育系群のデータに関しては有意差がなく、それらの

資料は表示を省略する。

　先に述べたように、ボランティア体験による障害児

とのかかわりの有無によって、得点に有意差の生じて

いるのは非保育系群の障害児に対する「経験の拡大」

と「依存の助長」の因子で（どちらも 5％水準）、体

験ありと答えた人たちのほうが有意に得点が低かっ

た。保育系群には、こうした傾向は見られなかった。

　両因子に所属した質問項目の内容には、統合教育に

よって障害児は「交友関係が広がる」「生活習慣の自

立が促進される」（ＤⅠ因子）などが、また「甘えや

依頼心が多くなる」「過保護にされて自立が遅れる」（Ｄ

Ⅲ因子）という逆転項目であった。これらの内容につ

いての回答に有意に得点が低かったということは、ボ

ランティアの体験を有した方が、ボランティア体験の

ないグループの人々よりも、統合教育に対しより否定

的、消極的な意識を持っていることになり、注目され

る結果であった。

3．まとめ

　近い将来、統合教育や統合保育を実践することが期

待される保育系専攻の女子大学生を主たる対象に、障

害児の統合教育への意識に関する調査を実施した。調

査の内容は、対象者の属性および健常児・障害児・教

師についての各３因子計９因子からなる 42 項目の質

問項目であった。

　保育系群の学生は、いくつかの点で非保育系群と異

なった結果が見られたが、比較した非保育系群が対比

するには少数で、今後その資料を増加させて、さらに

詳細な検討を行う必要があろう。また、今回の調査対

象であった保育系１年生の学生たちが、学年進行とと

もに講義によって障害ついての知識を高め、実習を通

じて障害児へのかかわり体験を深めていく。それに応

じてどのように意識が変化するか、さらに検討を続け

るつもりである。

　従来から、障害児に対する健常児（者）の意識や
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態度が、受容的もしくは好意的な方向に変化するた

めには、「接触（contact）の経験」と、正しい「知識

（information）の吸収」という 2つの要因が充足され

る必要があり、目的達成の条件であることが指摘され

ている。幼稚園教員や保育士の養成にあたって、講義

による知識の習得と、実習による接触の体験を有効に

機能するように考慮することの重要性が示唆された。

障害児の統合教育に対する保育系女子大学生の意識
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